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日本型人事管理の進化型
1)

上場製造業の人事部長に対する質問紙調査から

平 野 光 俊

本稿 で は,現 代 の 日本 企業 におけ る機 能的 な人 事管 理形 態 を,上 場 製造 業 の人 事

部 長 を対象 に したサ ーベ イ調 査 に基 づ い て探 索 した。 そ の結果,機 能的 な人事管 理

は,「 職 務主 義 の イ ンセ ンテ ィブ ・システム 」 と 「人事権 の 人事部 集 中」が 結合 した

形態 で あ るこ とが明 らか に なっ た。 さ らに,こ の形 態 に 「サ クセ ッシ ョン・プ ラン」

と 「キャ リァ 自律支援 」 とい う新 しい人 事施策 を追加 す る とさ らに業績 に対 す る説

明 力が 高 まる こ とが 明 らか にな った。以上 の結 果 か ら,本 稿 は情報 の非 対称性 と粘

着性 に由来 す る 「人事 情報 の費 用」 とい う人事 管 理の機 能性 を条件づ け る新 しい概

念 を導 出す る。 そ して,日 本型 人事 管理 は人事 情報 の 費用 問題 を解 決 す るよ うに進

化 的 に修 正 され る こ とを主 張す る。

キ ー ワ ー ド 双対原理,人 事情報の費用,人 事情報の非対称性,

人事情報の粘着性

1は じ め に

2)
本稿の 目的は,現 代の日本型人事管理を,「様式化 された事実」(stylizedfacts)と して特

定 された1980年 代の伝統的な人事管理の仕方に対比 させて,1)そ れがこの20年 余 りの問にど

のような特徴 を持つ形態に進化 したのか,2)進 化 した人事管理の形態は果たして機能的であ

るのか,3)そ れが機能的であるとすればその理由は何か,と いう3つ の リサーチ ・クエスチ

ョンを,上 場製造業の人事部長を対象に した郵送質問紙調査に基づいて探索的かつ実証的に

明らかに しようとするものである。

本研究の動機は次のような問題意識から発 している。すなわち,企 業業績が総 じて低迷 し

た1990年 代に盛んに喧伝されたステレオタイプの主張 「やは り日本型人事管理(以 下J型 と

いう)は 時代遅れのシステムであるからアメ リカ型人事管理(以 下A型 という)に 追随 して

いくべ きである」,そ して2002年 以降の堅調な業績回復 を背景に唱えられる逆の主張 「やは り

J型 は競争力の源泉であるからかつての年功型の人事管理に回帰すべ きである」は,い ずれ

もJ型 に対する粗雑な規定の上 に成 り立っておD,学 術的にも実践的にも問題含みなのでは

ないか,と いうことである。
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そして,現 代の 日本企業 に広 く普及すると予想される特定の人事管理の仕方を,仮 に 「進

化型」 と捉 えるのであれば,そ れは淘汰の基準(市 場競争)に 中立的な生存の可能性が高い

安定的なシステムでなければな らないだろう。その意味で,特 定の人事管理の仕方を進化型

として主張するのであれば,そ れが財務的業績に対 して良好に作動することをサーベイ調査

によって検証することが不可欠である。それでは,社 会システムの進化の 「存続の論理」的

な観点から,進 化型人事管理を探索 し,そ れが事後的に もた らす結果合理性(機 能性)を 確
3}

認 していこう。

本稿の構成は次のとお りである。続 く第2節 では,こ れまでの実証研究で蓄積 されてきた

J型 とA型 の人事管理の 「様式化された事実」を簡単にレビュー し,伝 統的なJ型 を特定す

る。そ して,J型 が何ゆえに機能的であ りえたのかを組織モー ドの比較制度分析 における「双

対原理」(dualityprinciple)に 依拠 して整理する。第3節 では,近 年のJ型 の変化を主 とし

て人事管理の基本システムである社員格付制度の変化から捕捉 した上で,分 析モデルを構築

するとともに研究の方法 を述べ る。第4節 では,サ ーベイ調査の分析結果から現代の製造業

における機能的な人事管理の仕方を特定する。ここで結論を先取 りすれば,現 代の環境にお

いて機能的な人事管理は,特 定の技能の発展を動機づける励みの制度 としての 「インセ ンテ

ィブ・システム」(以下ISと いう)が 職務主義で構造化され,か つそれが人事権の本社人事部

(以下人事部という)へ の集中という特性 と結合する形態である。 しかし,ラ インに人事権

を必然的に委譲する職務主義ISと 人事権の人事部集中は二律背反の関係 となる。そこで第5

節では,「人事情報の費用」 という人事管理の機能性を条件づける新 しい概念を導出 し,「J

型は人事情報の費用か ら生 じる問題 を解決するように進化することが機能的である」 という

仮説を設ける。第6節 では,人 事情報の費用 を節約す る新 しい人事施策を変数に操作化 し,

さらに分析を加える。第7節 では,結 果を総合的に要約するとともに,本 研究で特定された

進化型人事管理が何 ゆえに機能的でありうるのかを考察する。

2日 本とアメリカの人事管理の相違とその機能性の説明原理

2.1様 式 化 され たJ型 とA型

4)

伝 統 的 なJ型 とA型 は,次 の よ う に様 式 化 で き よ う。ISと して の社 員格 付 制 度 は,A型 は

職 務 主 義 で 設 計 され るが(Baker,Gibbs,&Holmstrom,1994a;1994b),J型 は 能 力 主 義 で

設 計 され る。J型 で は,そ れ が 社 員 の 長 期 に わ た る組 織 コ ミ ッ トメ ン トと学 習 意 欲 を引 き出

すISと して機 能 して い る(Aoki,1988;Itoh,1994)。 この よ うな 能 力 主 義 のISと 補 完 関 係 に

あ るの が 長 期 雇 用 関係 で あ る(Hashimoto&Raisian,1985)。J型 の 昇 進 構 造 は,キ ャ リア

の 初 期 は 一 律 年 功 型 で,中 期 で 昇 進 ス ピー ド競 争 型 に移 行 し,課 長 ク ラ ス に な って トー ナ メ

ン ト型 とな る重 層 型 で あ る(今 田 ・平 田,1995)。 そ れ ゆ え,第 一 次 選 抜 の 時 期 や キ ャ リア の
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プラ トー化の時期 は遅い。対 して,A型 はFastTrack対 象者の選抜は早期である(日 本労

働研究機構,1998)。 欠員補充は,J型 は内部昇進 によって充足 されるが(佐 藤,2002),A

型は内部昇進のみならず外部調達 も検討 し,そ れで も適任者がいなければ不在の ままに して

お く(笹 島,2001)。 管理職に至るキャ リア形成は,J型 は当該職能だけでな く別の職能も経

験する幅広いキャリアが望ましいとするが,A型 は1職 能に閉ざして,そ こで幅広 く経験 を

積むことを評価する(日 本労働研究機構,1998)。J型 では管轄 を越える異動は入事部によっ

て調整 されるが,A型 では異動に人事部が介入することは稀である。人事部の人事権(ラ ン

クや異動の決定)は,J型 はA型 に比べてはるかに強い(青 木,1989;加 藤,2002)。

要約すれば,J型 を特徴づける重要な要素は2つ ある。J-1)能 力主義で構造化 されたIS

(職能資格制度〉 と,J-2)人 事権の人事部への集中である。対 して,A型 の特徴は,A-1)

職務主義のIS(職 務等級制度)と,A-2)人 事権のライ ンへの分権である。

2.2特 定の人事管理特性の機能性の説明原理

J型 およびA型 の機能性 は,青 木(1989;1995)の 比較制度分析における 「組織モー ドの

双対原理」において,以 下のように説明される。双対原理 とは,「特定の仕事の調整様式 と特

定の人事管理特性の組み合わせが何ゆえに良好なパ フォーマンスを達成す るのか」 に対す る

説明原理である。双対原理では,ま ずA攣 組織モー ドとJ型 組織モー ドの2つ の組織形態の

プ ロトタイプが構想される。

A型 組織 モー ドは,ヒ エラルキー的調整(上 司一部下 といった階層を通 じた命令による垂

直的コーデ ィネーション)と,人 事管理における励みの制度 としてのISが 職務主義で構造化

され結合 している。A型 組織モー ドが うまく機能するためには,上 位職が示 した計画を忠実

かつ正確 に履行する特定分野のエキスパー ト技能を持つ人材が必要である。この とき隣接業

務の知識はさほ ど重要でない。A型 組織 モー ドでは,第1に,キ ャリアはひとつの職能に閉

ざされ る(フ ァンクショナル・キャリア)。 エキスパー ト技能は特定分野を深 く長 く経験 させ

ることで身につ くか らである。第2に,社 員格付制度は担当職務の大 きさで決まる職務等級

制度がむいている。エキスパー ト技能は特定の仕事 と結びついているか らである。第3に,

外部労働市場が発達する。標準化 された仕事の定義 に即 したエキスパー ト技能の発展に動機

づけられている人材が社会 に多数いるか らである。それゆえ,ラ イン管理職は欠員を労働市

場からダイレク トに補充することができるので,人 事部の介入や手助けを必要 としない。

対 して,J型 組織モー ドは,仕 事の調整様式における水平的調整(同 僚あるいは関連部署

との情報共有による水平的 コーディネーション)と 能力主義ISが 結合 している。この結合が

うまく機能するためには 「企業特殊総合技能」を持つ人材が必要である。企業特殊総合技能

とは,「文脈的技能」(contextualskil1)と 「統合的技能」(integrativeski11),さ らに,こ れ
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らの技 能 の 習 得 の基 礎 能 力 と して,よ り一 般 的 な 問題 解 決 力や コ ミュ ニ ケ ー シ ョンカ あ る い

5)
は柔 軟 性 と い っ た 「可 塑 的 技 能 」(malleableskill)を 総 合 した 技 能 で あ る。 と い うの は,第1

に,水 平 的 調 整 を 可 能 に な ら しめ るた め には 様 々 な職 場 の 経 験,知 識 の 共 有,部 門 間 の コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョン の拡 大 が 必 要 か つ十 分 条 件 で あ る。 第2に,企 業 特 殊 総 合 技 能 を もつ 人 材 は

複 数 の 仕 事 経 験(ジ ョブ ・ロ ー テ ー シ ョン)を 通 じて 育 つ の で あ って,特 定 の や り方 の トレ

ー ニ ング が う ま く実施 で き る か ど うか は 人 事 管 理 の仕 組 み に依 存 す る
。 つ ま り,ジ ョブ ・ロ

ー テ ー シ ョン を通 じて企 業 特 殊 総 合 技 能 を与 え る に は
,特 定 の 仕 事 と結 び つ か な い 職 能 資 格

制 度 が む い て い る。 第3に,管 轄 を越 え る ジ ョブ ・ロ ー テ ー シ ョ ン(ク ロス ・フ ァ ン ク シ ョ

ナ ル ・キ ャ リア)は,全 体 最 適 の 観 点 か ら人 事 部 に よ って 調 整 さ れ る 必 要 が あ るの で,人 事

権 は 人事 部 に留 保 さ れ る。 以 上,A型 組 織 モ ー ドとJ型 組 織 モ ー ド各 々 の仕 事 の 調 整 様 式 と

人 事 管 理 特 性 の 補 完 塵 の あ り方 の 相 違 を整 理 す れ ば表1の よ う に な る。

表1A型 組織 モー ドとJ型 組織 モー ド

A型 組織 モー ド J型 組織 モ ー ド

仕事の調整様式 垂 直 的 コ ー デ ィネ ー シ ョ ン 水 平 的 コー デ ィ ネ ー シ ョ ン

人材の技能タイプ エキ スパ ー ト技 能 企業特殊総合技能
キャ リア開 発 ファ ンク シ ョナ ル ・キ ャ リア ク ロス ・ファ ンク シ ョナル ・キャ リア

イ ンセ ン テ ィ ブ ・シ ス テ ム 職務主義 能力主義
人材の調達 外部労働市場から 内部労働市場から

人事権 ライ ン分権 人事部集中

このよっな組織モー ドは一国の社会の特質にも条件づけられている。 したがって,組 織モ

ー ドの産業特性 に応 じた戦略的選択が順調に進むかは定かでない
。「各国において支配的な経

済戦略がさまざまな形で制度化 されてお り,そ れは各個人の適者生存競争における技能形成

の選択の戦略に大 きな圧力 を加える」(青木,1995,30頁)か らである。すなわち,一 国の中

で一定の技能タイプが人口の大部分 を占めるような場合,た とえ技術的 ・環境的与件によっ

て他方の技能タイプが適合的であっても,社 会に多数派の技能タイプを雇用するほうが期待
の

利得は高まる。換言すれば,他 の多 くの企業が企業特殊総合技能を雇用する戦略を採用する

のであれば,自 社 もそれを採用するほうが(た とえ他方の技能タイプが事業特性上適合的で
のあ

ったとしても),戦 略的に補完的(strategiccomplementarity)で ある。

2.3近 年の人事管理の変化

近年の 日本企業の人事管理の重要な変化は,ISと しての社員格付制度の修正として捉えら

れる。厚生労働者の平成11年 雇用管理調査 によれば従業員5,000人 以上の大企業の93 .4%が 能

力主義の職能資格制度であるが,最 近これを職務主義に転換 しようとする企業が少な くない。

事例調査 をもとに,そ の転換の内実を明 らかにする研究 も蓄積 されてきた(例 えば,松 繁 ・

梅崎 ・中嶋 編2005;都 留 ・阿部 ・久保,2005;平 野,2003)。 これ らの研究によれば,IS
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の能力主義から職務主義への転換 は,人 事権のライン分権化 を伴うことが観察されている。

というのは,職 務等級制度では,職 務グレー ドのレベルを決定するための職務分析や職務評

価が不可欠であ り,そ れは人事部ではなくライン管理職の仕事であるからである。

対 して,ア メ リカでは厳密な職務主義のISに 能力主義的な要素を組み入れつつある(太 田,

1998)。 それは職務グレー ドのブロー ド・バ ンデ ィング化(笹 島,2001),ス キル給の導入や

高業績労働組織(HighPerformanceWorkPractice)と してのジョブ・ローテーションによ

る企業特殊技能の発展な どに見 られる(Osterman,1999>。 ただ し,こ れ らの取 り組みは雇用

保障 とはまったく結びついておらず,人 材の外部調達や市場原理で決定 される報酬水準など,

外部労働市場に依拠 した雇用関係 を強めている(Cappelli,1999)。

3分 析モデルの構築と方法

3.1人 事管理形態を分類する理念型モデル

以上の議論を基礎に して,人 事管理の形態を,ISに おける,1)「 能力主義」と 「職務主義」,

2)人 事権 の所在における 「人事部集中」と 「ライン分権」を組み合わせた4つ のタイプに識

別 しよう。4つ とは,J型(能 力主義と人事部集中の結合),派 生J型(職 務主義 と人事部集

中の結合),A型(職 務主義 とライン分権の結合),派 生A型(能 力主義 とライン分権の結合)

である。

先に見たように日本企業ではISの 職務主義への転換が近時観察されるが,現 実には,1)変

わ らずJ型 に留まっているもの,2)派 生J型 に移行 したもの,3)A型 に移行 したもの,以
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上3つ のタイプが存在するであろう。能力主義で人事権 をラインに分権化する派生A型 は,

アメリカにおける進化の方向であると思われるが,同 じく分析対象に加えておこう。なお現

実の人事管理は,能 力主義 ないし職務主義の双方が含 まれるし,人 事権の所在 も程度問題で

ある。このような留保条件 をつけた上で,図1の ような典型図を人事管理の形態を分類す る

理念型モデルとして提出 しよう。

縦軸は人事権の所在であ り,横 軸はISの タイプである。この2軸 の もとに描かれる平面上

で人事管理の4つ のタイプが分類 される。各々のボックスに記述 した内容は,こ れまでの議

論から導かれた人事管理形態それぞれに適合的な技能タイプ とキャリア開発の様式である。

ここでの分析の重要な点は,人 事管理を構成す る2つ の要素が,ど のような関係であれば

補完性が成立 し,ま たどのような種類の交互作用効果を生み出すのかを明らか1こすることで

ある。

3。2分 析モデル

人事管理形態の4タ イプ と業績(営 業利益,営 業利益率)の 因果関係を比較 し,も ってど

のタイプが市場における淘汰の基準 に対 して中立的であるかを検証 しよう。ここで,1)人 事

管理におけるISの 設計 ・運用と,2)特 定の主体(人 事部ない しライン)の 異動のイニシアテ

ィブは別々のアクティビテ ィである。その際,片 方のアクティビティが0と なることはあ り

えず,必 ず特定の組み合わせがある。特定の組合せ において,両 者の水準が同時に高まると

き,す なわち,ISと 人事権の所在の交互作用項が業績に与える影響 を比較することで,そ れ

ぞれのタイプの効率性 を検証す ることができる。分析モデルは図2で ある。
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3.3分 析方法
8)

分析は以下の手順で行 う。まず,業 績(営 業利益 と営業利益率)を 被説明変数 として,そ

れにm個 の説明変数 を回帰 させ,重 相 関係数Rmを 得 る。それの 自乗Rm2は 決定係数 とさ

れ,式 に投入された説明変数による説明分散を示す。次に1個 の説明変数を追加 してm+1個

の説明変数によって回帰分析を行う。同様 にRm+1,そ れの 自乗Rm+12を 得る。もしRm+12が

Rm2よ りも有意に大 きければ,後 か ら追加 された説明変数が目的変数 に対 して有意味な貢献

をしているということである。 もし説明変数の単純追加であれば,主 効果の検定 とな り,交

互作用項であれば交互作用効果の有意性の検定 になる。上記の変数の交互作用効果の手続 き

を,管 理職層の職位に到達 していない 「一般社員」,管理職層の職位 まで昇進 している 「部下

のいるライン管理職」(以 下管理職 という)お よび 「部下のいない高度専門職」(以 下専門職

という)の 別に,J型,A型,派 生J型,派 生A型 ごとに行 う。 この とき人事管理の形態に

応 じたサンプル分割は施 さない。すべてのサンプルに対 して4つ の形態に対応する説明変数

を投入する方式をとる。その理由は,変 数[IS]に おける 「能力主義」ない し「職務主義」,

変数[人 事権]に おける 「人事部集中」ない し 「ライン分権」は,全 てのサ ンプルが程度の

差 こそあれ保有 している特性であること,ま た形態のバ リエーションを担保 して回帰分析を

施すことを重視 したからである。

3.4調 査 対 象 と調 査 手 続 き

東 証1部,2部 お よび 大 証,名 証 に上 場 して い る製 造 業1,108社 の 人 事 部 長 を対 象 に郵 送 留

め 置 き法 で 質 問 紙 調 査 を 実施 した。 実施 時期 は2004年9月 ～11月 で あ る。 人 事 部 長 に は各 種

質 問 に,一 般 社 員,管 理 職,専 門職 に分 け て答 え る こ とが求 め られ る。 回答 企 業 数 は275社 で

回 収 率 は24.8%で あ っ た。 回答 企 業 の 中 で構 成 比10%を 超 え る業 種 は,化 学 工 業40社(構 成

比14.5%),一 般 機 械 器 具36社(13%),電 機 機 械 機 器32社(11.6%),輸 送 用機 械 器 具30社

(10.9%)で あ り,特 定 の 業 種 に 影 響 を受 け て い な い。 正 規 社 員 数 は,1,000人 未 満 が122社

(44.4%)と 最 も多 く,次 い で1,000～2,999人(31.6%)で あ る。5,000人 以 上 は41社(14.9%)

で あ る。正 規 社 員 に 占め る 中途 採 用 者 の 割 合 は,10%未 満 が127社(46.2%)と 最 も多 い 。次

い で10・-20%未 満 が54社(19 .6%),20--30%未 満 が34社(12.4%)で あ る。

3.5変 数

インセンテ ィブ ・システムISと しての社員格付制度の特徴 について6つ の質問 を準備 し

て,一 般社員,管 理職および専門職ごとに5点 法の リカー ト・スケールで回答を求めた。因

子分析(主 因子法,バ リマックス回転)の 結果,タ イプごとに能力主義 と職務主義 に対応す

る因子構造が確認され,以 下の変数を設定 した。
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能力主義 社員格付制度の設計において,人(能 力)を 基軸にする程度を表す。具体的には

職能資格制度,す なわち 「会社が認めた職務遂行能力の レベル に応 じて資格等級 を設定 し,

資格に社員 を格付けして昇進や賃金決定をしてい くシステム」の特徴を,ど の程度反映 して

いるかを測定 しようとしている。本稿では,「 その人の能力・スキル(職 務遂行能力〉に基づ

いて等級が定められている」と 「同種(責 務の大 きさが同 じ程度)で あっても等級が異なる

場合がある」の単純加算の合成変数で尺度化 している。信頼性分析の結果,ク ロンバックの

αは,一 般社員a=.42,管 理職 α=.53,専 門職 α=.48で ある。一般にαは0 .6以 上 あるこ

とが望ましいが,2個 の質問項 目で構成 されている場合に小 さくなるので,aが 低いことに配

慮 しつつ も一つの独立 した概念として扱 う。なお,質 問項 目の相関係数は,一 般社員.27,管

理職.36,専 門職.32で ある。

職務主義 社員格付制度の設計において,職 務価値 を基軸にす る程度を表す。具体的には職

務等級制度 もしくは役割等級制度,す なわち 「職務 を必要なスキル,責 任,難 度などを基 に

評価 して,職 務価値 を決め,い くつかの等級を設定 し,昇 進や賃金設定などの基準にするシ

ステム」の特徴を,ど の程度反映 しているかを測定 しようとしている。本稿では,「担当する

仕事(職 務)の 価値(責 務の大 きさ)に 基づいて等級が定め られている」,「異動 ・配置によ

って機動的に賃金が上昇 ・下降する」,「上位等級に昇格するときには,飛 び級(例 えば2等

級以上の等級の上昇)が ある」,「特定の職務の標準的賃金 は市場相場 を調査 し,必 要に応 じ

て見直 している」の合成変数で尺度化 している。クロンバ ックのαは,一 般社員 αニ.56,管

理職 α=.58,専 門職 αニ,62で ある。おのおのが0.6周 辺にあり一定の信頼性は確保できて

いると考える。

人事権 人事部 とラインの間には社員の異動(昇 進 ・昇格や配置転換)の 決定に関わる 「異

動の力学」(八 代,1999)が ある。決定権が人事部にあれば 「人事部集中」であ り,ラ インに

あれば 「ライン分権」である。質問紙ではラインを製造部門 と特定 して,「製造部門から異な

る職能への当該社員の異動や配置の決定」,「製造部門内の当該社員の異動や配置の決定」,「当

該社員の人事等級(社 員格付 けランク)を 決めるための基準の決定」,「定められた基準をも

とに,当 該社員の昇進(職 位の上昇)の 決定」,「定め られた基準をもとに,当 該社員の等級

上昇の決定」において,「もっぱら製造部長の意向が重視される～もっぱら本社人事部長の意

向が重視 ざれる」 までの5点 法で回答を求めた。スコアが高いほど人事権は人事部に集中化

されていることになる。この結果 を因子分析(主 因子法,バ リマックス回転)し たところ因

子分解はで きなかった。そこで5項 目の合成変数を 「人事権」 として尺度化 した。クロンバ

ックのαは,一 般社員 α=.71,管 理職 α=.80,専 門職 α=.80で あり十分 に高い。なお,「人
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事部集中」1ヰ順尺度で変数化 し,「 ライン分権」は逆転尺度で変数化 した。

上記の変数の平均値は表2の 通 りである。平均値でみれば回答企業は能力主義の傾向が強

い。 また人事権 は一般社員より管理職 と専門職の方が人事部集中の傾向にある。

表2変 数の平均値
一般社員 管理職 専門職

能 力 主 義 3.83(.82) 3.67(.97) 3.70(.90)

職 務 主 義 2,28(.81) 2.67(.89) 2.59(.88)

人事権の人事部集中 2.53(.71) 3,08(.76) 2.97(.79)

括弧内は標準偏差

業績2004年 度(2005年3月 期)の 「営業利益」 と 「営業利益率」 とした。

コン トロール変数 営業利益 と営業利益率 を被説明変数にすることに鑑みて,規模(「売上高」

と 「正社員数」〉,業 界事業特性,労 働市場特性 をコン トロール変数に設定 した。 この うち業

界特性 は,国 の業界中分類(23分 類)を 基本とした。そしてダ ミー変数 として扱 う代わ りに

業界 を3つ の1次 元尺度で評価す るLepak&Snell(2002)の 方法を用いた。3つ の尺度 と

は 「業界多様性」(industrydynamism),「 業界豊潤性」(munificence),お よび 「業界集 中度」

(complexity>で ある。

業界多様性は業界内での戦略の多様性の程度を示す指標で,過 去5年 間の業界ごとの売上

と年度の単回帰式 における標準誤差 を業界の平均で除 したものである。 また業界豊潤性は業

界の市場の潤沢 さを示す指標で,過 去5年 間の業界ごとの売上 と年度の単回帰式における傾

数を売上平均 で除 したものである。そ して最後 は業界集中度で,こ れは業界における寡占化

の程度を示 しており,ハ ーフィンダールのH指 標 を用いた。

労働市場特性 は,厚 生労働省の雇用動向調査結果 を用いて,製 造業 を消費関連産業,素 材

関連産業,機 械関連産業の3つ に区別 し,一 般労働者(常 用労働者のうちパー トタイム労働

者以外の労働者)の 離職率 と入職率のポイン トの合計値の過去5年 間の平均 を用いて,業 界

ごとの労働市場の流動性の業績への影響を考慮 した。

4分 析 結 果

4.1一 般社員における機能的な人事管理形態

表3と 表4は,一 般社員における業績(営 業利益,営 業利益率)を 被説明変数とした重回

帰分析結果である。なお,表 は交互作用効果が認められた結果のみを掲載 している。ステッ

プ1は,コ ン トロール変数(売 上高,正 社員数,業 界多様性,業 開豊潤性,業 界集中度,労



62 第193巻 第4号

働市場)だ けを説明変数 として入れている。ステップ2で はIS(能 力主義 もしくは職務主義)

の変数を入れ,ス テップ3で は人事権(人 事部集中もしくはライン分権)を 入れている。最

後 にステップ4で は交互作用項 としてIS× 人事権,つ まりJ型,派 生J型,A型,派 生A型

を加えた。

一般社員では営業利益を被説明変数 としたとき交互作用効果はいずれのタイプ もみ られな

かった。 しか し,営 業利益率 を被説明変数 とすると,ス テ ップ4に おいて,ISと 人事権の交

互作用効果一R2の 増分が統計的に有意一がJ型(表3)とA型(表4)に 認め られた。ただ

し,ス テップ4式 全体のF値 は統計的に有意ではない。

表3一 般社員 J型(能 力主義 ×人事部集 中)と 表4一 般社員 A型(職 務主義×ライン分権)と

営業利益率 営業利益率

変 数 ステップ1ス テップ2ス テップ3ス テップ4 変 数 ステップ1ス テップ2ス テップ3ス テップ1

コン1ロ ール 売 上 一¢
.Ol

一G
.OI

一〇
.Ol 0 コントロール 売 上 ・o

.駐1
・o

.Ol
一〇

.01
一〇

.OI

正社員数 一〇
.02

一〇
.02

一①
.02

一G
.02 正社員数 一朧 ・O

.02
・0

.02
一〇〇2

業界多灘 一〇
.Ol

一〇
.OI

一〇
.Ol

一〇』1 業界多雛 一〇
.OI

一〇
.Ol

一〇〇1 一〇〇`

業界豊灘 遺.1
一〇

.1
一〇1 一〇

,1 業界豊潤性 一巳1 一〇1
刃,1

一〇
.09

業界集帳 一聾」2 一〇」2 一〇
.12

一〇」5 業界集帳 一〇」2 一〇
.ll

一〇
.11

一〇!2

労働鵜 一〇
,05

一〇
.05

一〇
.05

一G
.06 労嚇 場 一〇』5 一〇

.05
一〇』5 一eo7

インセンティブ・システム 能力主義 噸.Ol 一〇
.Gl 0.42* インセンティブ・システム 購 主蓑 一〇

.03 噸03
一〇76林

人事権 人事部集巾 OGl o.57* 人事権 ライン艦 α 一〇4林

交互作用 能力主義x人事部集中 一〇,75* 交互作用 職務主義Xライン分権 o.鰹*

△R2 0 o 0.02 ムR2 o o o.02

R2 0.02 0.02 o.02 0』3 R2 o』2 0.02 0.02 0.04
△F 0.03 0.Ol 3,6* △F 026 0 569**

F o.63 054 047 0.83 F 0.63 0.58 0.5 LO9

数値は標準化係数β**ホp〈.OL*蔀p〈.05,*pく.10 数値は揉靴 係数β榊pく』1,柳 く瓜 雰P〈.IO

4.2管 理職 と専門職 における機能的な人事管理形態

次に管理職 と専門職の重回帰分析の結果 は表5～ 表12の とお りである。手続 きは一般社員

と同様 である。

4.2.1営 業利益が被説明変数

表5管 理職 J型(能 力主義 ×人事部集 中)と 表6専 門職 J型(能 力主義 ×人事部集 中)と

営業利益 営業利益

変 数 ステップ1ス テップ2ステ1ガ3ス テッカ 変 数 ステフプ1ス テップ2ステップ3ステップ4

コン1ロ ール 売 上 o.7輯* 0,7躰** 0.79林* 0.79*** コントロール 売 上 0,7鰍* 0,79榊 08榊 08零淋

正握員数 0.02 0.02 0.03 0.01 正社員数 0.02 002 003 0.01

翔 多難 一@
.麗

一〇
.02

一〇』1 ・O
,03 業界多撒 一〇,02 一〇〇2 一〇

.02
・0

.G4

業雰豊潤性 一〇
.04

一〇
.0`

一〇
,03

一〇
,03 業界豊離 一〇

.⑪4
一〇〇4 一〇

.03
・0

.03

業界集中度 一〇
.05

一〇
.05

一〇
.05

一〇
.05 業界集帳 ・o蕊 一〇』5 ・0

.05
一〇

.04

労働市場 一〇
.04

一〇
.04

一〇
.04

一〇
,06 労働市場 一〇

.畦4
・0

.04
・0

.04
。O

.05

インセンティブ・システム 能力主義 一〇
、04

・o
.04 0.52榊 インセンティブ・システム 能力主義 ・0』2 ・O

lO2 0,28零

人事捲 入事諜 中 o.06 0.57*事* 人事権 人鵜 鮒 0.04 o.36*潔

交互作用 能力主義x人事纏 中 ・0.78*** 交互作用 能力主義x人事繊 中 ・0
.45*

△R2 o 0 O.02 △R2 o 0 0.01
R2 0.騒 0.64 Ol65 Ol67 R2 0.図 0.64 0.64 0.65
△F 0.74 2.02 13.8脚* ムF 0」4 0.83 3.47*
F 67.菊辮 5718脚 零 5i.11*紳 49,5呂辮 F 65.3麟* 55,82***48.91紳* 44.36*紳

数廊 標靴 鰍 β 桝Pぐ01,柳 く.05,*P〈」0 数齢 標靴 鰍 β桝 Pぐ01,柳 ぐ05, り く,10
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表7管 理職 派生J型(職 務主義x人 事部集中)と 表8専 門職 派生J型(職 務主義 ×人事部集中)と

営業利益 堂業利益

変 数 ステップ1ス テップ2ステップ3ステップ4 変 数 ステワブ1 ステップ2ス テ・アブ3ス テップ4

コントロール 売 上 0.79零林 G.琳** o,脚 零 o.8零*宰 コントロール 売 上 o.了9纏零 σ,79桝 0.79辮 0,8寧**

正社員薮 o.02 σ.σ2 σ.03 0.σ2 正社員薮 α①2 σ.σ2 σ.σ3 σ.02

桑界多様性 一〇
.02

一〇〇1 一〇〇1 0.01 耕 多離 一〇
.02

一〇』2 一〇〇2 一〇
.02

業界豊雛 尋.04 一〇
.04

一〇』3 一〇』4 業界豊雛 一〇
.倒

一〇
.04

一〇
,03

一〇
.04

業界集犠 噸,{断
一θ

.05 丑05 尋,09 業界集帳 一〇.θ5 一σ、05 一〇〇5 一〇
.07

労飾 場 →,04 一〇』3 一〇〇3 ・0
.06 労働市場 一〇

.04
一ぴ

、04
一〇〇4 一〇

.04

インセンティブ・システム職務主義 0.06 0.05 一〇
.42桝 インセンティブ・システム 職務主義

一〇』1 一〇〇1 一〇,28*

人事権 人事護 中 o.05 づ.脚 孝 人事擢 人事護 中 OO4 一〇
.19

姫 作用 職務主義x人事繊 中 062*聯 交互作用 購蟻x人事綴 中 o.35寧

△R2 0 o 0.01 ムR2 o o 0.01
R2 0.倒 0.65 0.65 0.66 毘 o.64 ¢.64 0.64 o.65

△F 2.12 ll74 8.89桝 ムF 鰯 0.78 3.35*

F 67」5*栃 紹.15榊 51、2?*率* 48.18榊 F 衡.鰹纏 56、04辮 49109榊 4`.47辮

数値賑 靴 徽 β桝 〆,01, 宰ホP〈、05,宰Pぐ工O 数値騰 靴 係数β榊 〆 』1,鱒P〈.05, り く.10

営業利益を被説明変数としたとき,ス テップ4に おいて,ISと 人事権の交互作用効果がJ

型管理職(R2=.67)(表5)とJ型 専門職(R2=.65)(表6)お よび派生J型 管理職(R2=,66)

(表7)と 派生J型 専門職(R2=.65)(表8)に 認め られる。交互作用項の標準化係数は,

J型 管理職は 一.78(1%水 準で有意),J型 専門職は 一.46(10%水 準で有意)で ある。つま

り,能 力主義 と人事部集中を同時に進めると営業利益に対 してマイナスに影響する。他方,

派生J型 管理職は.62(1%水 準で有意),派 生J型 専門職は.35(10%水 準で有意)で ある。

つ まり職務主義 と人事部集中を同時に進めると営業利益に対 してプラスに影響する。

4.2.2営 業利益率が被説明変数

営業利益率を被説明変数としたとき,ステップ4に おいて,ISと 人事権の交互作用効果がA

型管理職(R2=.06)(表9)とA型 専門職(R2=.05)(表10)お よび派生J型 管理職(R2=.04)

(表11)と 派生J型 専門職(R2=.05)(表 ユ2)に 認められ る。交互作用項の標準化係数は,

A型 管理職は 一.92(1%水 準で有意),A型 専門職 は一.87(10%水 準で有意)で ある。

つまり,職 務主義 とライン分権化 を同時に進めると営業利益率に対 してマイナスに影響す

表9管 理職A型(職 務主義xラ イン分権)と 表10専 門職A型(職 務主義 ×ライン分権)と

冨栗利盃肇 冨粟利盃単

変 致 ステップ1ス テップ2ス テップ3ステップ4 変 致 ステップ1ス テップ2ス テップ3 ステップ4

コントロール 売 土 ・0
.Ol

一〇
.Ol

一〇
.01 0 コン1ロ ール 売 上 一〇

.01
一e

.Oi
・o

.01 0

正社員数 一〇
.02

一〇』2 一〇
.02

・0』3 正社員致 一〇
.02

一〇
.02

・o
.02

・O、03

業界多様性 ・0.01 o 0 0 業界多灘 一〇
.01 0 0 0.Ol

業界豊潤性 一〇
.1

一〇
.1

一〇
.1

一〇
.14 業界豊灘 一〇

.1
・O

.1
・01 ・0

.9

業界集中度 一〇
.12

一〇
.12

一〇
.12

一〇
.15 業界集中度 ・0」2 一〇

.12
一〇」2 一〇

.15

労働市場 一〇
.05

一G
.04

一〇』4 一〇
.06 労働市場 一〇

.05
一〇

、04
一〇〇4 一〇』6

インセンティブウ ステム 聴務主義 O.06 o.06 0.78桝 インセンティブ・システム 購 主義 007 0.07 0.7娼*

人事権 ライン分権 一〇』1 o.5脚* 人事権 ライン分権
一〇』1 O.5零零

交互作用 購 搬x列 ン分権 一〇
.92構 交互作用 職務搬xラ イン分権 一〇

.87孝

△R2 σ σ oo4 △R2 oe1 o o.03

R2 o.02 0.02 0.02 0.06 R2 o.舩 0』2 0.02 0.05

△F 0.6a OO2 8.32*樋 △F 隻.17 0』3 6.77*

F o.ε1 o否2 θ.54 142 F o.6 o甜 o.6 1.3

数値は騨 化徽 β 辮Pく 』1,蜘 く』5,象P〈 .10 数値は標準化係数β**ホpく.01,繋p〈.05,專p〈.10
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表11管 理職 派生J型(職 務主義 ×人事部集中)と 表12専 門職 派生J型(職 務主義 ×人事部集中)と

営業利益率 営業利益率

変 数 ステップ1ステップ2ス テップ3ス テップ4 変 数 ステップ1ス テップ2ステップ3ス テップ4

コントロール 売 上 一〇
、OI

一〇
.01尋.Ol過Oi コン1ロ ール 売 上 一〇

.01 迫01
一〇』1 o

正社員薮 尋.02 一〇〇2適02看
.03 正社員数 噸.02

一〇
.02

一〇
.02

一〇
.04

業界多雛 適.Ol 00002 業界多雛 適.m o o o.Ol

業界豊離 遭」
一〇」-O」-01 業界豊潤性 適ユ

一〇1
迫.1

一〇
.ll

業界集帳 一〇
.12

一〇12-012→ .17 業界集帳 一〇
.IZ 適12 刃」2 ℃.16

労働市場 一〇
、05

一〇
.04→04¶07 労働市場 ℃.05

一〇
.04 噸.胆

一〇
.05

インセンティブ・システム 職務主義 006006看57** インセンティブ・システム 職務主義 o.07 0』7 一G
,5*零

入事権 人事纏 中 OGI→45林 人事権 人輔 集巾 0.01 刃.46**

交互作用 職務主義x入事纏 中 081林 交互1剛 購擦xλ事纏 中 0.ア謎*

△R2 00002 △R2 0.Ol o 0.02

R2 駐,02 O.02002004 R2 o.02 0.02 0』2 0.05

△F 0680025,31*ホ △F 1.17 0.03 5、51*

F 駐,61 o.62054108 F o.6 0.68 06 i.15

数値は灘 化徽 β桝P〈.Ol,**P〈.砥 *P〈.10 数値膿 靴 係数β榊PぐOl,*和 く瓜 癖P〈,IO

る。他方,派 生J型 管理職は.81(5%水 準で有意),派 生J型 専門職は.75(5%水 準で有

意)で ある。つまり,職 務主義 と人事部集中を同時に進めると営業利益率に対 してプラスに

影響する。

結果 は,管 理職 と専門職においては,派 生J型 のみが営業利益および営業利益率を高める。

その際,図3に 示すとお り,職 務主義と人事部集中各々の単独アクティビティの主効果はマ

イナスであるが,交 互作用項がプラスに転 じる。すなわち,,派生J型 への転換は,各 々の単

独アクティビティのマイナスを超えるように「2つ のアクティビティを同時に徹底 して行 う」

必要がある。

数値は.管 理職,専 門職のそれぞれの標準化係数β"'P<.Ol,**P〈.05,`Pく.10

他 方 で,J型 は,能 力 主 義 と人 事 部 集 中各 々の 単独 ア ク テ ィビ テ ィは プ ラス で あ る が,交

互 作 用 項 が マ イ ナ ス に転 じ る。 す な わ ち,J型 を継 続 す る場 合 は,交 互 作 用 効 果 の マ イ ナ ス

を単独 ア ク テ ィ ビテ ィの プ ラ ス が カ バ ー す る よ う に 「個 々 の ア ク テ ィ ビテ ィ を ほ ど ほ どに 行
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う」必要がある。 これ らの結果は,二 者択一でな く多様な人事管理形態が市場淘汰の基準に

対 して中立的であ りうることを示 して している。現在の製造業に多様な人事管理形態の共存

が安定的に観察されることと整合的な結果であるといえる。

以上の結果か ら,管 理職 と専門職においては派生J型 がパフォーマンスに良好に作動する

人事管理形態であるといえる。つまり,管 理職と専門職では区別 なくISの 職務主義 と人事権

の人事部集中が結合することが機能的である。

5派 生J型 における人事情報の費用問題 と進化型人事管理仮説

調査対象 となった製造業が,ISを 能力主義から職務主義に転換 しようとする意図は,職 務

(役割 と言い換えてもよい)に 紐付けてランクに反映 させ るように社員格付制度を再設計 し,

もって社員の会社への貢献の測定方法 を再定式化 しようとするからである。その際,役 割の

軽重は,純 粋 に組織内の序列 というよりは,そ の役割が市場においてどの程度の価値 を持 っ

ているかに関わっているのであって,市 場連動型の成果主義を強めようとしていると考えら
9)

れる。つまり,石 田(2003,186-187頁)が 言うように,成 果主義が 「市場での成果にリンク

した業務遂行をどう引き出すかという切迫 した経営課題を組織内ルールの体系にどのように

して翻訳す るのかといった,い わば市場 と組織の緊張関係に動源力 を持 っている」のであれ

ば,組 織内の 「期待 される成果」の基準は,属 人的な能力 よりも,役 割その もの,お よび役

割からからもたらされた成果のほうが市場に リンク したものになる。

一方,管 理職 と専門職 に有効な派生J型 は人事権の人事部集中を放棄 しない特性 を持って

いる。派生J型 は,J型 と同様に,人 材育成を企図 しなが ら社内労働市場における人材の全

体最適配置を行おうしているといえるだろう。 しか し,必 然的にラインに人事権 を委譲する

ことになる職務主義に対 して,相 変わらず人事権を人事部に集中す ることは二律背反の関係

にある。

したがって,派生J型 におけるISは 厳密な職務等級制度とは異なる性格が要請 されたと思

われる。ひとつの解決方法が 「役割等級制度」である。職務等級制度が厳密な職務評価に基

づ く職務価値パ ラメータのみでランクが構造化 されるのに対 して,役 割等級制度では職務価

値は個人が保有する能力に紐付け られながら人事部が個別に調整 ・介入 して決定され る。 し

たがって,派 生J型 におけるISは,厳 密な職務等級制度ではなく,職 務主義 をヒエラルキー

の骨格 としなが らも,等 級の決定 に能力主義 も反映 させるような折衷 ・混合型のIS,す なわ

ち役割等級制度に進化 したといえる。ただ し,役 割等級制度 も人事権のライン管理職への委

譲を必然的に伴 うから,こ れ までどお り人事情報 を人事部に集中させ ることは難 しくなる。

その ことはまた,ラ インによる人材の抱 え込みや玉石混交人事 という人事情報の費用 を生 じ

せ しめる。 ここで,人 事情報の費用は次の2つ の種類が構想で きる。
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5.1人 事情報の非対称性費用

人事情報を持っているラインの管理職が,そ れを人事部に開示することに対 して,逆 イン

センティブを持つことの結果,開 示 と引き換えに何かを与えることによって しか,管 理職に

情報 を開示させ ることができない。その結果,A)引 き換えに与えるものが用意できるな ら,

それが直接の費用 となる。B)引 き換えに与えるものが用意できないなら,開 示させること

はできず,情 報利用の可能性が失われるという費用が生 じる。 このタイプの費用は 「人事情

報の非対称性費用」である。

5,2人 事情報の粘着性費用

人事部が人事情報を異動に利用で きる状態にするには,情 報を得 るということに本質的に

付随する費用がかかる。それは,A)人 事情報は組織内に分散 しているため,そ の情報に到

達するための費用がかかる(情 報探索費用)。B)人 事情報は本人には理解できて も,他 人に

は理解で きない。つまり,そ の情報 を理解するうえで,特 別 な能力が必要 となるので,そ の

能力を用意す るための費用がかかる(情 報移転費用)。 このタイプの費用は 「人事情報の粘着

性費用」である。

派生J型 では,人 事情報の収集 ・活用に由来するこれ らの問題,す なわち人事情報の非対

称性費用と人事情報の粘着性費用を節約するような新 しい人事施策が必要 となるであろう。

ここで近時少なくない企業が導入・拡充す る2つ の施策,1)コ ア人材の人事部個別管理 と2)

キャリア自律支援 を人事情報の費用問題 を解決する施策 として対応 させよう。その上で,「J

型から派生J型 に移行 した企業は,こ れら2つ の新 しい人事施策 を導入 ・拡充すれば業績 に

良好に作動する」 という 「進化型人事管理仮説」を設けよう。

5.3新 しい人事施策

5.3.1コ ア人材の人事部個別管理

人事情報の粘着性費用の増加への対応は,人 事部が処理する人事情報の量を絞 り込むこと

である。たとえば,人 材開発委員会などの機関を設置 してポテンシャルの高いコア人材を絞

り込み,人 事部主導で個別にキャリア開発を行う施策である。具体的には 「サクセッション・

プラン」である。

5.3.2キ ャ リア自律支援

人事情報の非対称性費用の増加への対応は,ラ イン管理職の機会主義的な情報の非開示行

動を封 じ込めることである。具体的な施策は 「社内公募制度」と 「社内FA制 度」である。こ

れ らの人事施策 によって,人 事部はライン管理職 を介することな くダイレク トに人事情報を

収集で きる。 このようなキャリア自律支援の仕組みを機能させるには,「 キャリァ・カウンセ
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)ン グ」などを通 じて社員の自律的キャリア意識 を高める必要 もある。

6派 生J型 と新 しい人事施策の交互作用効果の分析

派生J型 に,ス テップ5と してサクセ ッシ ョン ・プランない しキャリア自律支援の変数を

旦加す る。次いでステ ップ6と して,派 生J型 とサクセ ッシ ョン ・プランないしキャリア自

茸支援 の交互作用項 を追加 して階層的重回帰分析を行 う。

.1追 加 変 数

声ク セ ッ シ ョ ン ・プ ラ ン コ ア人 材 の 人 事 部 個 別 管 理 は 「サ ク セ ッ シ ョン ・プ ラ ン」 で 測 定 し

⇒ 。質 問 紙 で は,サ ク セ ッ シ ョ ン・プ ラ ンを,① す で に導 入 して お り今 後 もさ ら に拡 充 して

・く予 定,② す で に導 入 して お り今 後 も現 状 維 持,③ す で に導 入 は して い るが 今 後 は縮 小 ・

蓬止 の 予定,④ 今 後 導 入 予 定 有 り,⑤ 導 入 す る ・しな い を検 討 中,⑥ 導 入 の 予 定 は な い,以

二の 質 問 に 回 答 を 求 め る よ うに な っ てい る。そ れ を,間 隔 尺 度 に す る ため に値 の再 割 当(3ニ

)②③,2=④ ⑤,1ニ ⑥)を 行 っ た。 つ ま リス コ アが 高 い ほ どサ ク セ ッ シ ョン ・プ ラ ン を導

㌧・拡 充 して い る こ とに な る。

:ヤ リア 自律 支 援 キ ャ リア 自律 支 援 は ,上 記 と同様 の 手 続 きで,社 内FA制 度,社 内 公募 制

葦,キ ャ リア ・カ ウ ン セ リング の 単 純 に加 算 した合 成 変 数 を 「キ ャ リア 自律 支 援 」 と して 尺

こ化 した(α ニ.62)。 つ ま りス コ ア が 高 い ほ ど キ ャ リア 自律 支 援 施 策 を導 入 ・拡 充 して い る こ

1に な る。

.2進 化 型 人 事 管 理 仮 説 の検 証

6.2,1一 般 社 員:派 生J型 と新 しい 人 事 施 策 の交 互 作 用 効 果 の分 析

営 業 利 益 を被 説 明 変 数 と した と き,派 生J型 の 一 般 社 員 で は表13の 通 り,ス テ ップ6に お

・て サ ク セ ッ シ ョ ン ・プ ラ ン との 交 互 作 用 効果 が 認 め られ る(R2= .66)。 交 互 作 用 項 の標 準

二係 数 は.39(1%水 準 で 有 意)で あ る。つ ま り,一 般 社 員 の 人 事 管 理 を派 生J型 と した と き,

1時に サ ク セ ッ シ ョ ン・プ ラ ン を導 入 す る と営 業 利 益 に対 して プ ラス の 効 果 を与 え る。な お,

噛ク セ ッ シ ョ ン ・プ ラ ンの 単 独 効 果 は マ イ ナ ス で あ る
。 つ ま り,サ ク セ ッシ ョ ン・プ ラ ン を導

.す るの で あ れ ば,そ の 人 事 管 理 を派 生J型 と しな け れ ば機 能 的 に な らな い 。 な お,A型 に

;いて も,サ ク セ ッシ ョ ン ・プ ラ ン と交 互 作 用 効 果 が確 認 され た。 ス テ ップ6はR2ニ.66で

レる。交互 作 用 項 の標 準 化 係 数 は.37(5%水 準 で有 意)で あ る。つ ま り,A型 と派 生J型 が

』ク セ ッ シ ョ ン・プ ラ ンの 導 入 ・拡 充 を条件 と して機 能 的 な人 事 管 理 形 態 とな る。
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表13一 般社員 派生J 型(職務主義 ×人事部集中)と営業利益
■

変 数 ス テ ップ1 ステップ2ス テップ3ス テップ4 ステップ5 ステップ6

コ ン トロール 売 上 0.79*** 0.79*** 0.79*** 0.79*** 0.8*** 0.81***

正 社員 数 0.02 0.02 0.02 0.02 0.05 0.06

業界多様性 一〇
.02

一〇
.02

一〇
.02

一〇
,02

一〇
.Ol

一〇
.01

業界豊潤性 一〇.04 一〇.04 一〇.04 一〇.04 一〇.04 一〇.05

業界集中度 一〇
.05

一〇
.05

一〇
.05

一〇
.05

一〇
.04 一〇.05

労働 市場 一〇.04 一〇.04 一〇
.04

一〇
.04

一〇
.03

一〇
.04

イ ンセ ンテ ィブ ・シス テム 職 務主 義 一〇.01 一〇.Ol 一〇.06 一〇.05 一〇.02

人事権 人事部集中 0.03 一〇
.Ol

一〇
.01 0

派生」型人事管理特性 職務主義x人 事部集中 0.06 0.05 一〇.26

サ クセ ッ シ ョンプ ラ ン(SP)
'0 .08* 一〇.34***

交互作用 派生 」型 ×SP 0.39***
△R2 0 0

'0
0.01 0.01

R2 0.64 0.64 ⑪.64 0.64 0.65 0.66
△F 0.11 0.43 0.16 3.66* 6.85***

F 67.15*** 57,35*** 50.11*** 44.39*** 40,8*** 38.7***
.

数値 は標準化 係数 β***p<.01,**p<.05,*pく.10

　の

6.2.2管 理職 ・専門職:派 生J型 と新 しい人事施策の交互作用効果の分析

派生J型 の管理職 と専門職 とサクセ・Lyション・プランない しキャリア自律支援の交互作用

効果の検証結果は表14～ 表17の 通 りである。なお表ではステップ1～4は 省略 してステップ

5～6の 結果を掲載 している。

営業利益が被説明変数の とき,ス テップ6に おいて,派 生J型 との交互作用効果が,管 理

職のサクセッション・プラン(R2=.69)(表14)と 管理職のキャリア自律支援(R2=.67)(表

15)に 認め られる。交互作用項の標準化係数は,サ クセ ッション・プランは .55(1%水 準で

有意),キ ャリア自律支援は.49(5%水 準で有意)で ある。専門職では交互作用効果は認め

られなかった。

営業利益率が被説明変数のとき,ス テップ6に おいて,派 生J型 との交互作用効果が,管

理職のキャ リア自律支援(R2=.07)(表16)と 専門職のキャ リア自律支援 に(R2= .07>(表

表14管 理職 派 生J型 ×サ クセ ッシ ョンプ ラン と 表15管 理職 派生J型 ×キャリア自律支援 と
営業利益 営業利益

変 数 ステップ5 ステ1ンプ6 変 致 ステップ5 ステ1ノブ6

コントロー'レ 売 上 O,8榊 0.脇 宰索 コン1ロ ール 売 上 o,呂**零 0,78零宰宰

正社員数 0.05 O』5 正社員数 0』1 o

業界多様性 O.01 0 業界多様性 o o』2

業界豊灘 ・O』4 一〇
,05 霧 豊潤住 一〇

,餌
・0

.05

業界集帳 一〇
,08

一〇
.08 鮒集帳 0.09 ・o

.1

労働市場 一〇
.05

一〇
.05 労働市場 一〇

.06
一〇

.06

インセンティブウ ステム 職務主義 一〇
.38‡ 零

一〇
.4脚 零 インセンティブ・システム 職務主義 一〇

.42零傘
一〇

.49*零零

人事権 人事議 中 一〇.28*雰 一〇.膿*零 人事権 人事纏 中 一〇,3糟* 一〇.34孝*率

派生J型人事管理雛 購 主義X人事部集中 O.58榊 0.28 派生1型人事管理特性 職務蟻X人 事纏 中 0.62榊 0.3
サクセッションプラン(SP) 一〇

.08‡ 一〇.44辮 キャIlア自律支援 o.倒 一〇
.21零

交互作用 派生埋xSP 0.5辞*孝 交互作用 派生埋xキ ャリア自律支援 0、49**

△R2 0.Ol O』2 △R2 0 O.01
R2 0.67 o.69 R2 0.66 0.67
ムF 3.08 13.8*榊 △F 0.62 6.16孝*

F
l

42.7榊 42,41ホホ* F 41.78桝 39.46辮
1

雄 膿 靴 係数β 辮P〈.01, 柳 く.OいP〈.1荘 数億は標準化孫敏β 噛ホ孝P〈.0正.零象P〈.億 審P〈.璽0
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表16管 理職 派生J型 ×キャ リア 自律支援 と 表17専 門職 派生J型 ×キャ リア 自律支援 と

営業利益率 営業利益率

変 数 ステップ5

脚

ステップ6 変 数 ステップ5 ステップ6

コン1ロ ール 売 」二
一〇

.01
一〇

.03 コン1ロ ール 売 上 一〇
.31

一σ
.03

正社員数 一〇
.03

一〇
,催 正社員数 一〇.05 一e

,05

耕 多難 0.02 0.偲 業界多櫨 o 0.04

業界豊潤性 一〇
.11

一〇
.11 業界豊離 一〇

.ll
一〇

,ll

期 集帳 一〇
.17 →,16ホ 業界集帳 一〇

,16串
一〇

,18ホ

労働市場 一〇.偲 一〇
.08 労伽陽 一〇

.06
一〇

.06

インセンティブ・システム 職務主義 ヨ.5了*‡ ヨ.65** インセンティブ・システム 職務主義 一〇
.53*‡

一〇
,4融

人事権 人職 集中 一〇,4脚 一〇。51料 人事権 人事誠 中 一〇.48** 一e,45**

派生」型人事管理雛 職務捲x人事纏 中 0.8桝 o.3 灘 」型人事管理雛 廠務蟻x人 事纏 申 0.78*承 0.18

キャIlア自律支援 0,Ol零 一〇.37** キャリア自律支援 0.05 一〇
,3

交互作用 派生埋xキ ャリア自律支援 o.76紳 交互綱 派生埋xキ ャリア自律支援 o.6灘

△R2 o o.㎎ ムR2 0 O.02

R2 0.04 o.07 R2 O』5 O.07

△F o.03 5.四躰 △F ⑰.認 4,1卸

F 0.94 1.お F 1』3 1.33

数値は標靴 徽 β榊*PぐOl,纏P〈,05,*P〈.10 数値は標靴 徽 β***P〈.01, 纏P〈瓜 ホPく.10

17)認 め られ る。交 互 作 用 項 の標 準 化 係 数 は,前 者 が.76(5%水 準 で 有 意),後 者 は.65(5%水

準 で有 意)で あ る。 な おサ クセ ッシ ョ ン ・プ ラ ン との 交 互 作 用 効 果 は認 め られ な か っ た。

以 上 の結 果 は 図4に 示 す とお りで あ る。派 生J型 の 一 般 職 で は,サ ク セ ッシ ョン ・プ ラ ンの
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導入 ・拡充が業績 を高める。派生J型 の管理職では,サ クセッシ ョン ・プランおよびキャリ

ア自律支援の導入 ・拡充はどちらも業績 を高める。派生J型 の専門職では,キ ャリア自律支

援の導入 ・拡充は業績 を高める。つ まり,「進化型人事管理仮説」は支持された。

7要 約 と 考 察

以上の結果を総合すれば現代の 日本の製造業における進化型人事管理は次のような特性 を

持つ形態であるといえる。すなわち,役 割等級制度と人事権の人事部集中を組合せた派生J

型 を基本形 とする。そして,派 生J型 に付随 して生 じる人事情報の費用問題 を解決す るよう

に人事部が個別管理す る 「コア人材」を絞込む一方,異 動の企画 ・調整をもっぱらラインが

行 う 「コア以外の人材」の二極化 した人材類型管理が行われる。またコア人材の人事部個別

管理(人 事情報の粘着性問題への対応)と,キ ャリア自律支援(人 事情報の非対称性問題へ

の対応)と いった新 しい人事支援施策が導入 ・拡充 される。

つ まり,日 本の製造業において,か つての強みであった人材の内部育成を目的 とした全体

最適配置を放棄することなく継続 し,し か し,ISは 職務主義 と基軸に した役割等級制度に転

換 し,人 事部が人事情報を収集 し異動の決定 ・調整にきめ細かく介入 していくことが有効で

ある。 というのは,日 本の製造業では長期雇用保障と内部育成を人事の基本方針 として,誰

をコア人材 として育成するのかを人事部が見極めていくことが引き続 き重要だか らである。

また,新 たにチャンスを見出 した事業(部 署)に 機動的に人員を配置 してい くことも引き続
　ひ

き重要だか らである。ただ し,進 化型人事管理ではコア人材以外の社員の人事管理のライン

分権 を部分的に進めていくことになる。

したがって,進 化型人事管理への移行は人事情報の費用 を高めるように作用する。つ まり,

進化型人事管理ではこれまでのように人事部で粘着性の高い社員個別の人事情報 を一元的に

収集・活用することは難 しくなる。それゆえ,新 しい人事施策を導入・拡充する必要が出てく

るのである。新 しい人事施策は2つ のタイプに分類で きる。ひとつはキャリア自律支援であ

る。具体的には,人 事情報の非対称性費用 を節約する社内公募制度,社 内FA制 度である。こ

れらの施策は,ラ イシ管理職の機会主義的な人事情報の非開示インセンティブによって生 じ

る人員配置の全体最適 と個人のキャリア開発の最適化 を阻害するという損失を少な くするこ

とができる。ただ し,こ のような施策が実質的に稼動するには,個 人の側から主体的にキャ

リア選択する自律的キャリア意識の醸成が不可欠である。キャリア・カウンセ リングはこの点

に意義がある。2つ 目は,コ ア人材の人事部個別管理の強化である。具体的には,サ クセッ

ション・プ ランである。人事部は管理の対象者 を絞ることによって粘着性の高い人事情報の処

理に関わる費用を節約することができるのである。

本稿で明らかになった人事管理の進化の方向に鑑みれば,日 本企業 はアメリカ社会で実践
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されている人事管理の仕方の無条件の模倣は避けるべ きである。 とはいえ,か つてのJ型 に

留 まることもベス トではない。 これ までのJ型 を特長づけてきた職能資格制度は修正 しても,

人事部集中に特長づけ られ るJ型 の不変の制度的英知は,こ れか らも堅持すべ きである。そ

の上で,「日本企業にける人事管理は人事情報の費用問題を解決するように進化的に修正 され

る」 というのが本稿の総合的な結論である。

注

本稿 は 日本 学術 振興 会基 盤研 究C(2)「 日本企 業 の人 的資源管 理 にお け る個 人情報 の非 対称性 と

粘着 性 に関す る調 査及 び研 究」(課題 番 号15530258)か ら研 究補 助金 の支 給 を受 けて進 め られ た成

果 の一部 で あ る。

1)本 調査 は2004年 度 に実施 され た神 戸大 学 と経 済産 業省 の共 同調査 「日米 にお ける コア人材 引 き

抜 き防止 に関 す る実態調 査 及び 人材 引 き留 め に効果 的 なイ ンセ ンテ ィブ ・システ ムの あ り方 に関

す る調査 」の デ ータ を用 いて い る。

2)「 様 式化 され た事 実」とは,主 に比較 実証 研究 を通 じて蓄積 され て きた 日本企業 の人 事管理 につ

い ての特 徴 の こ とで ある。比較 制 度分 析 では 日本 と主 にアメ リカの人 事諸 制度 を 「様 式化 され た

事 実 」と して想 定 し,そ れ を前提 と して分析 を施す。しか し,た とえば,野 村(2003)や 遠藤(1999)

の よ うに,そ もそ も 「様 式化 された事 実」 の実証 的根 拠 に対 す る疑 問 を呈 す る批 判 もあ るこ とを

付 記 してお く。

3)藤 本(2000)に よれば,社 会 システ ムの進化 論 的アプ ロー チ は,「発 生の論 理」(発 生 論)と 「存

続 の論理 」(機 能論)を 同 一視せ ず,む しろ2つ を分 けて説 明す る ところ にひ とつの特徴 が あ る。

発生 の論 理 は,そ の シス テム(構 造)が 形成 され た経 緯 を説 明す る。存 続 の論理 は,そ の シス テ

ム(構 造)が 事 後 的 に もた らす結果 合理性(機 能)を 説明す る。本 稿 で行 う分析 は後者 のほ うで

あ る。

4)日 本企業 の人 事 管理 の様 式化 され た事 実の詳 細 な レビュー は,Itoh(1994)を 参 照の こ と。

5)Aok董(1988)に よれ ば,文 脈 的技 能 とは,自 分 が受 け持 って い る職 能的害IJ当てが,1つ の職 場

全体 の中 に存在 す る諸 業務 の連 関の 中で どの よ うな位 置 を 占め る もの であ るか に関 す る認識 に関

わ る技 能 で あ り,統 合 的技 能 とは,通 常の職 務 を遂行 す る基 本技 能 を超 えて,変 化や 異 常事 態 に

敏 感 かつ的確 に対処 す るた めの部 分的 にせ よ周 辺業務 の技 能の 発展 に関 わ る。Koike(1994)は 統

合 的技 能 と同 じもの を指 して知的 熟練(intellectualsk{11)と 呼ん で いる。

6)こ の点 に関す るゲ ー ム理論 か らの フ ォー マ ライズ はAoki(2001)Ch.5を 参 照 の こ と。

7)企 業 を構 成 す る2つ の経 済主 体,す なわ ち経 営者 と労 働者 が互 い に企 業特 殊総 合技能 に投 資す

る戦 略 が社会 的 に支配 的 に なっ てい る場合,限 定合 理性 を持 った経 済 主体 は,自 分 もそれ と同 じ

戦 略 を選択 す るほ うが得 と考 え る。 企業 に参 加 した際 に,戦 略の ミス マ ッチ ングが生 じると,組

織 の コーデ ィネ ー シ ョンの効 率性 は失 われ,結 局 は,当 該主体 にその コス トがか か って くる確 率

が高 くな るか らであ る。 こ うした状 態 をゲ ームの理 論 では 「戦 略的 補完性 」 があ るとい う(青 木,

1995,18頁)。 青木 ・奥 野 編(1996)第5章 も参照 の こ と。

8)田 尾(1987)に お け る交互 作 用効 果 の分析 手法 を参照 して い る。

9)質 問紙 の職 務主 義 を構 成 す る質 問項 目に 「特 定の職 務 の標 準 的賃 金 は市場相 場 を重視 し,必 要
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に応 じて見 直 してい る」が含 まれ てい るこ とを想起 され た い。

10)J型 に おいて も同様 の分析 を行 った。結 果 は,営 業利益 を被 説 明変 数 と した とき,J型 管理職

お よびJ型 専 門職 とキ ャ リア 自律支援 の交互 作 用効 果が 認 め られ る(ど ち ら も 工%水 準 で有 意)。

しか し,そ の交 互作 用項 の標準 化係 数 は,管 理 職 で 一.39(5%水 準 で有意),専 門職 で 一.5(1%水

準 で有 意)で ある。 つ ま り,管 理職 と専門 職 で はJ型 とキ ャ リア 自律支援 の同 時 に行 うこ とは営

業 利益 に対 してマ イナス に作用 す る。 また,営 業利 益率 を被 説 明変数 と した とき,J型 管 理職 と

サ クセ ッシ ョン・プ ラ ンの交 互作 用効 果が 認め られ る(5%水 準 で有意)。 しか し,そ の交互 作 用

項 の標 準化係 数 は,一.6(5%水 準 で有意)で あ る。つ ま り,管 理職 で はJ型 とサ クセ ッシ ョン・

プ ラン を同時 に行 うこ とは営業利 益 率 に対 してマ イナ ス に作 用す る。

11)日 本 能率協 会 が2005年 に実施 した経 営者 に対 す る郵送 お よび イ ンターネ ッ トによ る質 問紙調 査

『日本企 業 の経営 課題2005』(上 場企業551社 と非上 場企業487社 の 合計1,054社)に よれ ば,人 事

教 育領 域 で重視 してい る課題 は,3つ までの複 数 回答 で,1位 「賃 金 ・評価 ・昇進 制度 の見 直 し

定着 」(59.6%),2位 「管 理職 層の マネ ジマ ン ト強 化」(53.6%),3位 「次世代 の経 営者 層 の発

掘 ・育成」(31.9%),4位 「社 員の 専門 能力強 化」(29.2%),5位 「事業 展 開 に応 じた機 動 的人

員 配置 」(26.6%)で あ る。同様 の調査(N=1,098)は2004年 に も行 われ てい るが,1位 「賃金 ・

評 価制 度の見 直 し」(76.7%),2位 「事業 展 開 に応 じた機 動 的人 員配 置」(51.2%),3位 「早 期

選 抜育 成 に よる次 世代 の経営 者 層の 育成」(24.6%)で あ る。つ ま り,本 稿 で人事 部集 中の理 由 と

して挙 げ た 「機 動的 人員 配置」 と 「コア人 材の 発掘 ・育成 」は,い ずれ も重要課題 と位 置づ け られ

てい る。
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